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リレーコラム

結論から述べることにする。農業構造を改革し、自給率の向上を目指すには、①品目横断的

経営安定対策は、飼料作物や地域特産作物も対象とした共通施策とすること、②担い手政策

は、コントラクターなど生産構造の変化を促す経営体の育成に重点を置くこと、③農地制度は、

市町村単位ではなく複数集落など水系単位に法人格を持った利用調整組織を設立し、利用

権の一括取得を認めること――が必要だと考える。

まず、現場の事例から問題点を明らかにしてみよう。筆者がコンサルタントをしている農業経営

の一つに、酪農家が協同して設立したTMR（完全混合飼料）センターがある。コントラクター機能

も併せ持っており、参加した酪農家が提供する農地において共同でデントコーンを栽培して調

製したサイレージを基本に、豆腐カスなどの食品残渣と配合飼料を混合してTMR飼料を製造し、

酪農家に供給している。輸入飼料の値上がりが続く中で、酪農経営のコストを下げるのが目的

だが、それだけではない。酪農経営が、大規模化、多頭化するなかで、搾乳・飼養管理能力を

向上するために、自給飼料の部門を共同化、外部化する試みでもある。

このコントラクター兼TMRセンターは、有限会社として設立、特定農業法人の資格を取得した。

内部留保による経営体力の向上のため、農用地利用集積準備金制度を活用するためだ。設

立第１期の平成18年度については、ほぼ予想通りの決算で黒字となったが、農用地利用集積

準備金の活用によって、法人税等の負担は住民税均等割のみとなった。しかし、農用地利用

集積準備金の活用は、設立第１期が最初で最後となる。

平成19年度税制改正によって、農業経営基盤強化準備金が創設され、農用地利用集積準

備金が廃止されたからだ。農水省の試算によれば、一般的な特定農業法人であれば、農業経

営基盤強化準備金の方が積立限度額が大きくなってむしろ有利であるという。農用地利用集

積準備金では、農業収入の９％が積立限度額であったが、農業経営基盤強化準備金は、品

目横断的経営安定対策や産地づくり対策などの交付金と同額を準備金として積むことができ

る。確かに、一般的な特定農業法人の平均的な売上高の９％よりも、交付金の額の方が多い

かもしれない。このため、水田農業で麦・大豆を栽培する特定農業法人であれば、農業経営基

盤強化準備金で代替できる。しかし、水田転作ではなく、畑地で粗飼料生産を行なうコントラク

ターの特定農業法人は、産地づくり交付金も品目横断的経営安定対策交付金の黄ゲタ（毎年

の生産量・品質に基づく支払）も緑ゲタ（過去の生産実績に基づく支払）も入らないため、農業

経営基盤強化準備金は１円も積むことができない。

「品目横断的」と言っておきながら、ごく一部の作目だけを対象としているから問題が起こる。

酪農には作目別の酪農対策があり、サトウキビや原料用甘薯（かんしょ）にも地域特産としての

対策があるから、品目横断的経営安定対策に入れる必要はないという考えがあるのは承知して

いる。しかし、コントラクターの育成も重要な農業政策の一つであるはずだが、税制上の優遇措

置の対象から外れたことにより、「コントラクターは育成すべき担い手の対象ではない」といった

誤ったメッセージを現場に送ることになりかねない。

本来、４ha以上のコントラクター組織の認定農業者（生産法人）、サトウキビや原料用甘薯を

栽培する認定農業者なども、品目横断的経営安定対策の対象とすべきではないか。従来の品目
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別対策を廃止できなければ、これらと２階建てとする方法もある。交付金さえあればよいという

ことにはならない。他の作目とのイコールフッティングとして税制上の特例措置も不可欠であり、さ

らには、国の言う「担い手」として自分たちが位置づけられているという誇りも重要なことである。

そこで、提案であるが、デントコーンやホールクロップ稲について、品目横断的経営安定対策

による「ゲタ」（生産条件不利補正交付金）を創設し、安価な粗飼料生産を実現する仕組みづく

りをしてはどうか。品目横断的経営安定対策の交付金として農業経営基盤強化準備金の設定

対象となるので、内部留保の促進により、その主体となるコントラクター組織の育成にも繋がる。

ホールクロップ稲には、現行では、地権者（名目上は稲の作付者）に対して交付金が交付される

こともあり、その額は収量に関係ないため、捨て作りを助長している。こうした無駄な交付金を

止めて財源に当てればよい。コントラクター組織に利用権設定（又は特定作業受託）をすれば、

地権者は転作目標を達成したとして取り扱い、小作料（又は一定額の精算金）を受け取る仕組

みにする。コントラクター組織は、収量が多い方が飼料のコストも下がり、収穫作業などの能率

も上がる。必要であれば田植えや肥培管理作業は、稲作の担い手組織などに委託することに

なり、真の意味での「耕畜連携」になる。酪農家が経営のなかで片手間に自給飼料を生産する

時代は終わった。飼料生産専門の仕組みと主体（継続企業）づくりが不可欠である。

最後に、ホールクロップ稲などの生産を継続するためには、農用地利用調整が不可欠である。

ホールクロップ稲栽培の地権者へのバラマキを止めれば、「金の切れ目が縁の切れ目」、生産自

体が衰退するおそれがある。水田利用のあり方は地域で話し合って決める。そのうえで、稲作

主体の集落営農法人や飼料作コントラクター法人などの生産主体に一括して利用権を託す方

法が必要である。

これまでのJAや県・市町村公社による農地保有合理化法人の「活動は低調」であり、JAによ

る農地保有合理化事業の創設に深くかかわった筆者としては残念なことであるが、その取組み

が成功したとは言い難い。しかし、全市町村に新たな面的集積組織を設置すれば問題が解消

するとは思えない。従来の合理化事業は、「地権者からの申出があってはじめて対応する仕組」

になっていると農水省も総括しているではないか。「農地所有者等への働きかけ」をした程度で

状況が変わる話ではない。問題は、利用調整の「主体」ではなく「手法」にある。地権者から申

出のあった農地を担い手にあっせんする手法ではなく、地権者の合意形成によって地域の農

地の利用権を一括して集約する手法を推進する制度の導入が必要である。

幸い、今回の政策的な集落営農の推進によって、集落等地域単位での面的利用集積の仕

組みに芽が出てきたところだ。従来の農用地利用改善団体は、法人格を持っていなかったた

め、農地の利用権を取得することができなかったが、これに法人格を与えて、農用地利用改善

法人（仮称）となることを認める。あるいは、土地改良区の制度を活用し、これに新たな役割を

付与することも考えられる。これらの法人が、地域内の利用権を一括して取得することができる

ようにし、面的に利用集積した農地を担い手に貸し付ける仕組みが必要ではないだろうか。
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森　剛一（もり たけかず）
85年慶應義塾大学経済学部卒、全国農協中
央会（JA全中）入会。91年ＪＡ全中退職後、
現在はアグリビジネス・ソリューションズ
（株）代表取締役、森税務会計事務所所長
に就任し、税理士、経営コンサルタントと
して活動中。主な著書に「よくわかる酪農
の財務・税務のノウハウ」（酪農総合研究
所）などがある。
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■ 6月の脱粉高は国際相場高騰も一因

農水省が毎月公表している牛乳乳製品関係の統計

のひとつに「主要乳製品大口需要者向け価格」がある。

この統計は、乳業メーカーなどが菓子・パン類、

飲料、一般加工食品の製造会社や、ホテル・レスト

ランなどの大口需要者に、バターや脱脂粉乳を業務

用として販売している価格を調査したもの。

それによると、（表１）のように、６月と７月の

動きに変化があった。バター、脱脂粉乳ともそれま

での数ヵ月間に比べて小幅だが値上がりがみられ、

特に６月の脱脂粉乳価格は前月比22円高となった。

その理由は脱脂粉乳の在庫減（表２）とも関係して

いる。

脱脂粉乳在庫は６月と７月で合計して9,400㌧減少

した。脱脂粉乳の月平均需要量は１万5，600㌧だか

ら、この２ヵ月間で月平均需要量よりさらに６割も
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わが国の乳製品市況動向と

国際乳製品相場高騰の背景
乳製品の国際相場が昨年秋以降高騰しており、その余波がわが国のバター、脱脂粉乳の市況や需給にも

表れ始めている。乳製品の国際相場が値上がりしているのは、ＢＲⅠＣｓ（ブリックス）と呼ばれるブ

ラジル（Ｂ）、ロシア（Ｒ）、インド（Ⅰ）、中国（Ｃ）が経済成長に伴って、乳製品需要が急増している

ことと、中東産油国やアジア諸国などの安定的需要に支えられているものだ。今号ではわが国のバター、

脱脂粉乳の市況や需給と、国際乳製品相場高騰の背景などを解説する。

SPECIAL REPORT

  



NO.511 Japan Dairy Council 05

の需要増となったわけで、これが６月、７月の価格高

になったともいえる。

また、７月の脱脂粉乳在庫は５万9,700㌧で、６万

㌧割れとなったが、これは01年12月末の５万9,279㌧

以来５年７ヵ月ぶりの水準。農水省では、「６万㌧割

れは、生産者や乳業メーカーの努力による脱脂粉乳在

庫削減対策の成果のほかに、海外乳製品市況の先高感

の中で、ユーザー（実需者）が国産脱脂粉乳を手元に

確保する動きが反映されているためではないか」とし

て、国際相場高もその一因にあげている。

実際、サプライヤー（供給業者）の中には、ユーザ

ーが国際相場の高騰に対して、５月以降輸入品から国

産脱脂粉乳に切り替える動きが活発化したことを受け

て、国産脱脂粉乳価格の安値を是正し始めているとこ

ろもある。

こうした国際乳製品相場を考慮した業務用乳製品の

売買は加工原料乳不足払い法が施行された66年度以

来、初めての動きだ。このことは、サプライヤーもユ

ーザーも乳製品のマーケットがグローバル化している

との認識が醸成されてきていることの表れといえる。

前記のように、７月末の脱脂粉乳在庫は月平均需要

量の３・８ヵ月分と多い。しかし、生乳の減産型計画

生産もあって、脱脂粉乳の生産量は06年４月から減少

基調で推移しているため、今年はクリスマスなど年末

需要に向けて、９、10月には在庫が急減、年内には適

正在庫水準の２ヵ月に達するとの見通しもある。

「わが国の業務用乳製品市場は底が浅い」との言葉

は30年以上も前から語り継がれてきているところだ

が、07年１年間だけみてもこのような需給緩和から需

給均衡に様変わりする状況で、08年にはひっ迫という

事態を迎えることになるかもしれない。

在庫が多いのはバターも同様で、このため、バター

の大口価格はまだ動きが鈍い。しかし、農畜産業振興

機構が輸入するカレントアクセス（義務輸入。以下

「ＣＡ」）のバター価格は国際相場の高騰で値上がりし

ており、先行きの売り渡し価格は上昇する可能性が大

きい。

バター在庫は直近の７月が２万3,700㌧で、月平均需

要量である7,500㌧の３・２ヵ月分に当たる。このう

ち主要14者の在庫は２万1,000㌧で、６月末に比べ640

㌧減、前年同月比では9,000㌧減と大幅だ。脱脂粉乳

同様、06年４月からの生産減の一方で、需要が堅調な

ことから、着実に需給が改善している。

業務用のタイプ別ではバラ物（20㌔包装）が１万

4,300㌧で、６月末に比べて1,000㌧減、プリント物

（450㌘など小包装）、シートタイプ（パン、ケーキ向

け特殊用途）などは5,700㌧で500㌧増となっている。

乳業メーカーは、需要がおう盛で、不足気味のプリ

ント物などを年末に向けて優先的に生産し、在庫のた

め込みに必死だが、思ったように積み増しされていな

い。プリント物の生産に重点を置くため、バラ物の生

産量は減少しているが、これはＣＡバターで対応して

いる。しかし、バラ物の在庫は減少速度を早め、出荷

調整をしているほどで、９月から前年実績の２割削減

を打ち出したメーカーもある。年末まで国産バター在

庫が増える可能性はないし、来年の積み増しも微妙だ。

06年度分のＣＡバターの残量は８月末で2,200㌧と

なったが、年内の消化は確実だ。07年度分としてわが

国が輸入するＣＡはバターで約6,600㌧、デーリース

プレッドで2,000㌧程度だが、国際乳製品相場の高騰

の一方で、輸入数量の確保という課題も生じている。

■ ＥＵの輸出補助金、全乳製品がゼロ

６月14日に世界の乳製品関係者を驚かすニュースが

駆けめぐった。ＥＵは「15日からバター、チーズの輸

出補助金をゼロにする」というもので、これでＥＵの

乳製品輸出に関わる補助金は５品全部がゼロとなっ

た。理由は乳製品の国際相場が高水準のためである。

ＥＵの乳製品輸出補助金の最近の推移は（表３）の通

りだが、最初にゼロとなったのは06年６月の脱脂粉乳

で、次にゼロとなったのは07年１月の全脂粉乳と練乳。

バターの輸出補助金は06年11月以降毎月カットされて

いたが、６月のカットは100㌔当たり50ユーロ（約

8,000円。１ユーロ160円換算）がいっぺんに全額カッ

トとなり、チーズも25ユーロ（約4,000円）全額カッ

トという措置となった。
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ＥＵの補助金付き乳製品輸出は、1960年代から、Ｅ

Ｕ（当時のＥＥＣ）域内にあった大量の過剰在庫乳製

品を消化するため、多額の補助金をつけて輸出したこ

とに始まる。それが70年代から90年代に入ると、ＥＵ

（ＥＥＣ）の輸出補助金付きの乳製品価格が国際乳製

品指標価格となっていた。

ところが、ガットウルグアイラウンドでＥＵの補助

金付き乳製品輸出が問題視された。95年からＷＴＯ

（世界貿易機関）体制になり、01年以降の新しい貿易

ルールを検討していく中で、05年12月の香港閣僚会合

でＥＵはすべての乳製品輸出補助金を13年までに廃止

することを表明した。

こうした背景もあったため、６月の「全品ゼロ」は

６年も前倒しとなったことから、世界を驚かせること

になった。しかし、ＥＵの農業・農村開発担当者委員

会を代表するフィッシャー・ボエル委員は「国際価格

との関係でゼロにしたもので、一時的措置」としてお

り、乳製品の国際相場が再び軟調になれば、13年まで

に輸出補助金が復活する可能性のあることを示唆して

いる。

ＥＵにとってみれば、アジアやアフリカなどは多額

の補助金を付けて開拓した市場でもあるわけで、補助

金なしの乳製品輸出は自らの市場を失うかシェアを落

とす危険性もないわけではない。というのも、90年代

以降、ニュージーランドやオーストラリアなどオセア

ニア２カ国が国際市場での地位を着実に上げ、将来も

その方向を固めているからだ。

■ 需要急伸で国際相場は2倍以上

ＥＵが乳製品の輸出補助金をゼロにしたのは乳製品

の国際相場が高騰し、補助金のない輸出価格でも国際

競争力があると判断したためだが、国際相場が高騰し

た理由は乳製品の供給量を上回る需要量があることに

ほかならない。オーストラリアの100年に１度といわ

れる大干ばつがここ数年間のうちに２度も起こり、世

界市場への供給量が減少したことも一因であるにせ

よ、需要の急伸の方が要素としては大きいようだ。

この需要急伸はＢＲＩＣｓ（ブリックス）と呼ばれ

るブラジル、ロシア、インド、中国の各国で経済成長

に伴う購買力が増大しているためだ。ＥＵは、加盟27

カ国合計で１億5,000万㌧の生乳生産量だが、単独の

国としては、インドは9,700万㌧、中国は3,300万㌧を
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誇り、アメリカの8,200万㌧台を加えて世界の生乳生

産国上位ビッグ３を形成している。そのインドと中国

はともに年々生乳生産量を増やしているが、それでも

国内生産量は需要を満たしているわけではない。これ

に中東産油国、東南アジアの堅調な需要があるため、

当分、乳製品の国際相場高騰は沈静化しそうにないと

みられている。

現に、ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）とＦＡＯ（国

連食糧農業機関）が７月に発表した共同レポート

「2007－2016農業見通し」でも、インドと中国が世界

の乳製品需要を引っ張るとし、すべての乳製品輸出で

増加が見込まれるのはニュージーランドと予測してい

る。また、今後９年間で主要な乳製品のうち相場が下

落すると予測したのはカゼインだけで、それ以外の乳

製品は緩やかな値上がりを続けるとしている。

そこで、最近の乳製品の国際相場の推移をみると、

（表４）の通りである。

乳製品の国際相場が急騰したのは昨年11月からだ

が、現在（07年８月）と１年前の06年８月の西ヨーロ

ッパ港積み１㌧当たりＦＯＢ（本船渡し値段）を比べ

ると、07年８月のバターは3,300米ドル（約38万6,100

円。１米ドル117円換算）～3,800米ドル（約44万4,600

円）で、前年比204％～217％、脱脂粉乳は5,100米ド

ル（約59万6,700円）～5,300米ドル（約62万円）で

237％～236％、全脂粉乳は4,850米ドル（約56万7,500

円）～5,250米ドル（約61万4.300円）で231％～239％

となっており、いずれも２倍以上に高騰している。こ

れらはいずれも史上最高水準にある。

また、この値動きで特徴的なのは脱脂粉乳の相場が

全脂粉乳を上回っていることである。通常は全脂粉乳

相場が脱脂粉乳相場を上回っているが、それが逆転し

た。2000年代に入って脱脂粉乳相場が急騰したのは00

年６月（1,900～2,000米ドル）から01年５月（2,000～

2,050米ドル）の１年間だが、この時も脱脂粉乳相場

は全脂粉乳相場を50～200米ドル上回って推移した。

ＥＵは07年に入っても世界市場への脱脂粉乳供給に比

較的余裕があったが、乳製品の生産を付加価値の高い

チーズにシフトしている面もあって、需要急伸に対し
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て供給に限度が出始めている。

全脂粉乳の用途は先進国以外は直接飲用に仕向けられ

る比率が高いが、脱脂粉乳は用途が直接飲用だけでなく

ヨーグルト、乳酸菌飲料のほかに、パン、菓子や一般加

工食品の原料にも広く使われるという特性がある。

■ 欧州産脱粉を輸入すれば日本の倍に

参考までに、バターと脱脂粉乳の相場を日本の大口

需要者価格（表１）と比較すると次のようになる。

西ヨーロッパ港積みの７月のバターの中心値を

3,150米ドル（約36万8,550円）とすれば、７月の大口

需要者価格の１㌧当たり94万6,000円に対して39％に

相当し、脱脂粉乳を中心値5,200米ドル（約60万8,400

円）とすれば、大口需要者価格の１㌧当たり52万

1,960円に対して117％に相当する。

つまり、脱脂粉乳は関税、輸送費などを加えなくて

も、国際相場はわが国の市況を17％も上回るほどの高

値にあるわけだ。しかも、これをわが国に輸入しよう

とすると、関税、諸掛かりなどを加えると国内の倍以

上になる計算だ。

また、バターにしても、農畜産業振興機構が６月に

行った07年度ＣＡバター6,625㌧の輸入商社入札の結

果は、ヨーロッパ産（4,467㌧）の輸入価格は１㌔平

均845円で落札した。７月の大口需要者価格は946円だ

から、国産物は101円高でしかないほど輸入物との差

が縮小してきている。ちなみに５年前（02年10月）の

ＣＡ輸入落札価格は１㌔271円で、大口需要者価格は

950円で、国産物は679円高だった。国産物に値動きが

ないためもあるが、国際相場の高騰はこの点からも分

かる。

■ 相場高が日本と先進国乳価を値上げ

こうした史上まれにみる乳製品の国際相場高騰はＥ

Ｕ、ニュージーランドを代表する世界的な乳業メーカ

ーの支払い乳価値上げという現象となって表れた。

日本ではホクレンが８月下旬に、07年度の新規需要

者向けの加工原料乳価について上期分は１㌔当たり２

円46銭値上げして50円に、下期分は10円42銭値上げし

て57円96銭とすることで乳業メーカーと合意したこと

を明らかにした。この新規需要向けとは輸入粉乳調製

品を北海道産脱脂粉乳に置き換える用途を指す。

わが国の指定団体と乳業メーカーは、２年前から脱

脂粉乳の過剰在庫解消対策として、輸入の粉乳調製品

や飼料用脱脂粉乳と国産脱脂粉乳の置き換え努力を続

けてきたが、ホクレンは今回、国際的な脱脂粉乳相場

の高騰を受けて、輸入粉乳調製品に置き換える分の道

産脱脂粉乳（製品重量で約２万1,000㌧。06年度実績

は約２万9,000㌧）に相当する生乳の値上げを乳業メ

ーカーに求めていた。通常取引の脱脂粉乳向け生乳は

据え置きの57円96銭となったが、国際相場を念頭に置

いた交渉・決着は初めて。

折しも北海道では08年度から大手乳業によるチーズ

工場の新・増設で生乳需要増が期待されている。チー

ズの国際相場も１年前に比べ２倍近い値上がり（表４）

となっていることから、08年度のチーズ向け乳価交渉

の成り行きも注目されるところだ。さらに、脱脂粉乳

やバターの在庫量については乳業メーカーに開きがあ

るものの、今年度中にも需給改善の可能性が見え始め

たことから、「08年度は主要乳製品の価格や需給がタ

ーニングポイントの年になる」可能性がある。

海外では、国際的な乳製品輸出企業で、デンマーク

とスウェーデンに本社を置くアーラ・フーズとニュー

ジーランドのフォンテラは９月から乳価を６月に比べ

それぞれ11％、16％値上げした。アーラ・フーズは生

乳１㌔当たり２・34デンマーククローネ（約50円）、

フォンテラは乳固形分１㌔当たり６・40ＮＺドル（約

547円）とした。この両者はともに酪農協を母体とす

る農協乳業だが、乳価値上げの理由を、国際的な乳製

品相場高に伴う支払い余力があることと、会員酪農家

に対して生乳生産意欲を喚起するためとしている。

この両者の支払い乳価値上げは特異なことではな

く、オーストラリア、アメリカはもとより、ＥＵ域内

でも乳価値上げラッシュとなっている。中でもＥＵの

多くの国は06年の乳価水準が低かったこともあり、廃

業や燃料代値上げによる生産コスト増などでクォータ

（生乳出荷割り当て）を割り込む危機感もあって、乳
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価値上げとなっている。

■ 国際相場の高騰続けばＣＡ実行に影響

国際乳製品相場が高騰している現在を踏まえてＯＥ

ＣＤとＦＡＯは共同レポートを発表し、今後９年間は、

カゼイン以外の乳製品は緩やかな値上がりが続くと予

測した。インドと中国が需要を引っ張るためとしてい

るが、来年の北京オリンピックを控えてバブルともみ

られる中国経済の先行きの観測は専門家に任せること

として、ここまで世界の乳製品需要の急伸を支えてき

たＢＲＩＣｓの需要が鈍化しないとすれば、新たな課

題がわが国に生まれるのではなかろうか。それはＣＡ

がこれまでのように実行できるのかということだ。

ＣＡは、ガットウルグアイラウンドで、「日本は95

年から00年までの６年間、毎年、生乳換算で13万

7,200㌧の乳製品を輸入する」ことが決まり、新ラウ

ンドが決着していないことから、01年以降、現在の07

年度まで同量の乳製品を輸入してきた。

ところが、最近のように、国際乳製品相場が高騰し、

一方で、豪州の大干ばつやＥＵのクォータもあって、

乳製品自体も不足基調になると、輸入義務の履行に大

変な足かせになるという一面が生じることになるので

はないかとの懸念が出ている。その懸念は輸入量につ

いてであり、輸入価格についてもしかりである。

これまでは、輸入する乳製品は世界にふんだんにあ

り、価格も安いという面があった。いわば、「ＣＡを

しぶしぶ飲んで、約束事を果たしてきた」状態だった

が、07年度のＣＡバターのように、内外価格差もほと

んどなくなり、輸入量の手当もこれまでのように簡単

ではなくなった現在、焦点は価格よりも輸入量の手当

に移った気配さえある。

「モノが不足すれば値は上がる」というのは経済の

原則だが、恐らく、わが国のＣＡ乳製品とともに、そ

れ以外の乳製品輸入もラチ外ではすまされない。豆腐

や納豆がひと晩で３倍になったといわれるほど、73年

から74年にかけて猛烈なオイルショックの直撃を受け

たわが国だが、その当時よりも乳製品需要のグローバ

ル化がはっきりした現在、来年は、加工原料向け乳価

が現状のままであれば、国産物よりも高い乳製品を買

ったり、買わざるを得ない事態になると推察される。

ＣＡで輸入する乳製品は、バターであれ、脱脂粉乳で

あれ、わが国の判断に任されているが、輸入価格は国

際相場がベースとなる。輸入量は国際約束だから守ら

なければならないが、輸入価格の規定はない。従って、

輸入量消化のためには高い輸入価格に目をつぶるとい

うことは決して絵空ごとではない。このため、酪農乳

業界は消費者に、こうした世界の状況を伝えるととも

に、国産乳製品の重要性を訴え続けていきたいもので

ある。

SOECIAL REPORT ■
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●配合飼料基金の財源確保に50億円要求

農水省は８月31日の省議で、20年度の一般予算概算

要求額を前年比14・９％増の３兆949億円と決定、財

務省に要求した。生産局畜産部関係では、新規事業と

して「配合飼料価格安定資金造成事業」に50億円を要

求した。

配合飼料価格の高騰による酪農家への影響を緩和する

ために創設されている「配合飼料価格安定制度」には、

国と配合飼料メーカーの拠出による「異常補てん基金」

と、酪農・畜産農家と配合飼料メーカーの拠出による

「通常補てん基金」で成り立っており、配合飼料の輸

入原料価格や配合飼料価格が一定の基準を超えた場

合、その超過分を補てんする仕組みとなっている。

19年度当初の各基金の財源状況は、「通常補てん基

金」が600億円、「異常補てん基金」が860億円あった

が、18年度後半からバイオエタノール向けとうもろこ

しの需要が急増し、配合飼料原料の穀物価格が急騰。

その影響で配合飼料価格の値上がりが続いたことで、

基金による補てん額が増加し、基金の財源不足が心配

されている。

このため、農水省は「配合飼料価格安定資金造成事

業」で50億円を新規要求し、「異常補てん基金」への

財源積み増し、及び「通常補てん基金」の財源が不足

して金融機関から借り入れする場合の利子助成に充当

する仕組みを求めている。

●ゲタ、ナラシなど主要事業は従来通り要求

牛乳乳製品課関係をみると、毎年３月の畜産物価

格・関連対策で決定する「指定生乳生産者団体補給交

付金」（ゲタ）に209億円（前年度予算額は211億円）

を要求しているほか、「加工原料生産者経営安定対策

事業」（ナラシ）に13億円（29億円）、「乳業再編整備

等対策事業」（乳業再編事業）に前年度予算並みの41

億2,000万円、「学校給食用牛乳等供給推進事業」（学

乳事業）に前年並みの22億円をそれぞれ要求した。

このほか、酪農関係では、経産牛１頭当たりの飼料作

付面積が一定の基準以上あり、環境保全や飼料自給率

の向上につながる取り組みをしている酪農家に対し

て、飼料作付面積に応じて奨励金を交付する「酪農飼

料基盤拡大推進事業」に前年並みの54億4,600万円を

継続要求した。

●乳業再編、学乳事業で拡充要求

乳業再編事業では、15年度以来５年ぶりに飲用牛乳

農水省は8月31日、財務省に平成20年度の一般会計予算を概算要求した。酪農関係では、配合飼料価格安定制度

の財源を充実させる「配合飼料価格安定資金造成事業」に50億円を新規要求したほか、「指定生乳生産者団体補

給交付金」に209億円、「加工原料乳生産者経営安定対策事業」に13億円、「酪農飼料基盤拡大推進事業」に54

億円などを継続要求した。

今後、農水省は財務省との間で予算額の確定に向けた折衝に入り、財務省は12月に予算額を内示する予定となっ

ている。

TOPICS
-1-

トピックス…①

平成20年度予算概算要求、

牛乳乳製品課の要求内容決まる
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● TOPICS

工場の再編整備を支援する事業を要求した。同事業は

15年度まで飲用牛乳工場の再編整備を支援する事業を

実施していたが、飲用工場の再編整備がほぼ終わった

ことで、16年度からは乳製品工場の再編整備に事業を

限定していた。

18年度の飲用牛乳工場に占めるＨＡＣＣＰ取得工場

の割合は62％となっている。その大半は大手乳業者で

あり、経営の苦しい中小乳業者が補助金なしで高度な

衛生水準を備えた施設に更新することは大きな負担が

生じることから、飲用牛乳工場の施設の老朽化が目立

っているにもかかわらず、整備がなかなか進んでいない。

牛乳乳製品課はこうした状況を受けて、乳業再編事

業の中でＨＡＣＣＰを導入した高度な衛生水準を備え

る飲用牛乳工場の再編整備に支援する事業を５年ぶり

に復活要求し、中小乳業者の老朽化している工場の施

設を再編整備することで、「国民の牛乳乳製品へのさ

らなる安全、安心を確保したい」（平岩裕規牛乳乳製

品課長）としている。

一方、学乳事業では、メニュー事業の中で学乳供給日

数を拡大した場合に助成する事業を新たに要求した。

テスト期間や運動会などの学校行事で本来は学乳供給

が休止する期間に学乳を供給した場合、供給を増やし

た日数に応じて費用を定額助成する仕組みを求めてい

る。牛乳乳製品課はさらに、幼稚園や高校生などの学

乳供給が始まる前後の世代を対象に牛乳飲用の効果を

普及啓発するメニュー事業の追加も検討している。

●ＧＡＰ手法導入で乳温管理を支援

このほかの牛乳乳製品課関係の要求事業では、生産

局全体の新規事業「先進的総合生産工程管理体制構築

事業」（生産局全体の要求額は10億2,700万円）の中で、

食品の安全、安心の確保のために、農業生産の全工程

を管理する「ＧＡＰ（Good Agricultural Practice）手

法」の考えを生乳の生産、出荷段階に導入し、地域で

モデル的にバルククーラーやクーラーステーションの

乳温管理の情報をデータベース化する取り組みなどに

助成する事業を要求した。また、同じく生産局全体で

要求している「農業競争力強化対策民間団体事業」

（20億円）の中で、生乳の需給見通しの策定や生乳検

査方法の統一を支援する「生乳流通対策推進事業」を

継続要求した。
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トピックス…②

中酪理事会、新副会長に砂金、村上両氏選任

「緊急対策」の検討を正式決定

TOPICS
-2-

●新副会長に砂金全酪連会長、村上近畿販連会長
中酪は９月11日、東京・竹橋のＫＫＲホテル東京で

第291回理事会を開催し、上野千里、河合正秋両理事

の退任で空席となっていた副会長に砂金甚太郎、村上

武久の両理事を選任した。

●酪農生産基盤確保、需給安定で緊急対策検討
理事会ではまた、８月28日の指定団体・全国連実務

責任者会議で議論した「酪農生産基盤確保・需給安定

緊急対策」（緊急対策）の検討に入ることが正式に決

まった。

配合飼料価格の高騰による生乳生産コストの増加に

よる所得の減少などで今年度に入って廃業が進み、酪

農生産基盤の弱体化が心配される。一方、国際的な乳

製品需給のひっ迫や北海道のチーズ増産で国内の生乳

需要の増加が見込まれることから、今後、国内で生乳

が不足する心配がある。このため、わが国の酪農をめ

ぐる厳しい環境を踏まえ、酪農生産基盤を安定させて、

生乳需要の変化に的確に対応した安定的な生乳供給を

図る観点から、理事会では、指定団体など酪農関係者

が連携して「緊急対策」を検討することが決まった。

「緊急対策」は、①酪農家の経営安定を図る「酪農

生産基盤強化対策」、②平成20年度の適正な生乳価格

の形成を目指す「生乳供給安定確保対策」、③生乳の

用途別需要に応じた適切な計画生産数量の設定などを

図る「生乳計画生産・需給調整対策」、④消費者に酪

農生産の現状などを理解してもらう「酪農理解促進・

牛乳消費拡大対策」―の４つで、可能なものから実行

に移すこととなった。

●酪農界あげて広く国民に理解求める
中酪は「緊急対策」の実行第１弾として10月から12

月の３ヵ月間、指定団体を中心に地域の酪農関係者が

連携し、消費者、牛乳販売店や生協など流通関係団体、

マスコミを対象に酪農現場の窮状や国内外の牛乳乳製

品をめぐる状況を訴え、理解を深めてもらう「酪農理

解促進生産者緊急活動」を実施する。

●「緊急対策」、「酪農理解促進生産者緊急活動」の概要
理事会で決定した「緊急対策」及び「酪農理解促進

生産者緊急活動」の概要（理事会提出資料から抜粋）

は以下の通り。

中央酪農会議は9月11日に理事会を開き、空席だった副会長に砂金甚太郎理事（全酪連会長）、村上武久理事（近

畿生乳販連会長）の両氏を選任した。また、8月28日の指定団体実務責任者会議で議論し「酪農生産基盤確保・

需給安定緊急対策」の検討に入ることが正式に決まった。

砂金甚太郎（いさご じんたろう）
平成11年６月宮城県酪連会長、13
年４月みやぎの酪農協組合長、同
年７月東北生乳販連会長、中酪理
事、全国酪農協会理事、19年７月
全酪連会長。61歳。

Profile

村上武久（むらかみ たけひさ）
平成元年６月京都府経済連参事、
７年５月同専務、13年４月全農京
都本部運営委員会副会長、近畿生
乳販連会長、同年７月中酪理事。
69歳。

Profile
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● TOPICS

「酪農生産基盤確保・需給安定緊急対策」

１）酪農生産基盤強化対策

輸入飼料価格の高騰など、わが国酪農経営に係る基

本要素の変化動向を踏まえ、乳用牛の個体能力の向上

と耐用年数の延長、酪農生産における土地利用の拡大

（飼料自給率の向上）、経営組織（経営部門）の多角化・

付加価値化、担い手・新規参入対策等の強化対策並び

にそれを推進するための支援方策及び組織の役割。

２）生乳供給安定確保対策

生乳需要の変化に対応して安定的な生乳供給を実現

するため、平成20年度に係る需給に対応した生乳価格

対策（生乳の適正な価格形成）、生乳取引対策（液状

化の一層の推進）並びにこれらを推進するための指定

団体の機能強化方策。

３）生乳計画生産・需給調整対策

生乳の用途別需要に対応した適切な計画生産数量の

設定及び地域別配分、個人別生産枠の流動化対策、季

節別生乳需給に対応した弾力的な広域生乳流通対策、

需要期生産・余乳処理対策等並びにその推進方策。

４）酪農理解促進・牛乳消費拡大対策

消費者（納税者）に酪農生産の現状を幅広く理解さ

せるための酪農教育ファーム活動・消費者への情報提

供等の酪農理解促進対策、Ｊミルクにおける消費拡大

活動の改善・強化、「牛乳に相談だ」キャンペーンの

拡充等の牛乳消費拡大対策並びにその推進方策。

「酪農理解促進生産者緊急活動」

（緊急活動の主な内容）

１）一般消費者に向けた活動

酪農をめぐる情勢の危機的な変化について、地域の

消費者の理解を促進するため、地域の酪農の現状を訴

求するチラシ等を制作し、街頭イベントなどの効果的

な方法で、組織及び酪農家が連携して工夫を凝らし、

活発な情宣活動を実施する。

また、地域交流牧場全国連絡会等の酪農家と連携し、

牧場に訪れる関心の高い消費者に対して、同様の理解

促進活動を推進する。さらに、中央酪農会議発行の

「ミルククラブ」等消費者向け情報誌及び新聞、各組

織のＨＰ等での必要な情報を発信する。

２）関係団体等に対する活動

牛乳販売店組織、生協等に対しても、状況説明・意

見交換会等の活動を行い、併せて傘下の消費者等の理

解促進が進むよう、チラシ等の配布など必要な協力・

連携活動を依頼する。

併せて、中央酪農会議発行の量販店向け情報誌及び

その他の雑誌等で必要な情報を発信する。

３）マスコミ向けの活動

関連する酪農理解促進資料及び緊急活動に関する情

報を整理し、マスコミ各社に対してパブ・リリースと

して配布するとともに、記者懇談会などを中央・地域

で開催し、マスコミ関係者の理解促進を図る。

（緊急活動の実施期間）

緊急活動の統一的な実施期間を10月から12月の３か

月間とする。

（緊急活動に向けた手順）

１）情宣基礎資料の作成・提供

国民の酪農理解を浸透させるため、関連する情報や

データを整理した情宣基礎資料を本会議で作成し、指

定団体等に提供する。

併せて、消費者向けチラシ及びマスコミ向けリリー

スを制作し、配布・提供する。

２）緊急活動実行マニュアルの作成・提供

より効果的で的確な緊急活動が実行されるよう「緊

急活動実行マニュアル」を本会議で作成し、指定団体

等に提供する。

３）緊急活動実行計画の作成と推進

指定団体は、それぞれの緊急活動実行計画を作成し、

これに基づき活動を計画的に推進する。なお実行計画

については、事前に本会議に提出するものとし、より効

果的な活動を全国で推進するため必要な調整を行う。



●平成19年度より評議員数を増加
中酪は今年度より評議員の定数を25名から41名へ増

やし、広く意見交換を行うことができるようにした。

今年度の評議員は下表のとおり。

●19年度事業の進捗状況について意見交換
９月20日から21日に開催した評議員会では、以下の

4つのテーマについて、活発な意見交換を行った。

①本会議18年度事業結果及び19年度事業の基本課題

②生乳計画生産と生乳需給

③酪農経営をめぐる情勢と今後の取組み

④牛乳消費拡大・酪農理解促進事業の概要。

14 Japan Dairy Council NO.511

トピックス…③

評議員会を開催

中央酪農会議は9月20日から21日に、三重県桑名市の長島温泉「ホテル花水木」で、評議員会を開き、平成19
年度事業の主要な課題と進捗状況を報告し、意見交換を行った。

TOPICS
-3-
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トピックス…④

加工原料乳生産者経営安定対策事業の概要
TOPICS
-4-

●20年度からの実施に向けた主な改正点
○補てん金交付に当たっての上限設定

現行の事業では、積立金が不足した場合には借入に

より対応することになっている。このように無制限に

補てん金を支払う仕組みは一般的に理解が得られなく

なっていることに加え、現在の中酪基金規模（80億円）

での対応が可能であると考えられる。このため、実施

要綱が改正され、借入れを行わず基金規模を上限にし

て事業を実施することとされた。

○生産者通知の簡略化

現行の業務方法書を改正し、様式第４号を廃止し、

生産者への価格通知を簡略化できるようにした。

ただし、管内の全生産者に価格通知の内容を確実に

周知徹底することが必要であることから、指定団体の

機関紙・HP等を通じて周知を図る必要がある。

●今後の事業の流れ
前項の改正点を踏まえ、以下のとおり作業が進

められることになる。

①実施要綱・実施要領の改正

（独）農畜産業振興機構及び中央酪農会議で早急に実

施する。

②業務方法書の改正

中央酪農会議からの業務方法書例の通知に基づき、

指定団体理事会での協議を経て、原則として10月末ま

でに、農林水産省生産局長に申請し承認を受ける。

③生産者積立金契約者との新契約の締結

農林水産省生産局長の承認が下り次第、生産者積立

金契約者との間の再契約手続きに入る。

これまでと同様に、乳代精算時に乳代から控除して

拠出を行う関係上、指定団体が生産者に乳代精算を行

う際に経由するすべての農協が含まれた契約とする必

要がある。

今回の再契約は、現契約の規定上、実施期間終了の

１か月前までにすべての契約の手続きを完了する必要

がある。このため、平成20年２月末までに手続きを完

了するものとする。

なお、契約書の締結期日は、実施日（実際に締結し

た日）ベースとする。

④生産者への拠出金の返還・補てん金の交付

・拠出金の返還

中央酪農会議へ返還する補助金額（後日指定団体

宛通知）見合いの拠出金部分（補助金返還額の３分

の１）を生産者積立金契約者へ返還する。

・補てん金の交付

前述の生産者拠出金を取り崩した後の生産者積立

金より、補てん金単価１㎏当たり1.30円相当を生産

者積立金契約者へ交付するものとする。

なお、拠出金の返還及び補てん金の交付に当たって

は、生産者積立金契約者に対して、現行業務方法書様

式（第３号、第４号、第６号）を送付するものとし、

年度内に完了させるものとする。

中央酪農会議は9月6日、東京都千代田区のコープビルで、加工原料乳生産者経営安定対策事業担当者会議を開き、
平成19年度及び20年度事業の当面の流れについて説明・協議した。

● TOPICS
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トピックス…⑤

第６回ALL JAPAN

ナチュラルチーズコンテスト開催

中央酪農会議は11月21日（水）14時から、東京・文京区後楽の東京ドームホテル地下1階「天空」において、第6回
ALL JAPANナチュラルチーズコンテストを開催する。

TOPICS
-5-

●コンテスト開催案内
１．開催主旨
①ナチュラルチーズ生産者間の意見交換及び専門家
によるアドバイス等を通して、国産ナチュラルチ
ーズの製造技術向上を図る。
②専門家の評価・アドバイスと合わせ、ナチュラル
チーズのユーザーからいただく意見等を今後のチ
ーズを製造する上でのコンセプトに生かす。
③国産ナチュラルチーズのユーザーへの紹介
④日本人の嗜好に合ったチーズ製造や、日本の気候
風土に合った独自のナチュラルチーズ文化の創造
を通した生乳の需要拡大を図る。

２．開催日時・場所
日　時：平成19年11月21日（水）

14：00～18：00（受付13：00～）
場　所：東京都文京区後楽１-３-61

東京ドームホテル地下１階「天空」

３．プログラム（予定）
（1）11月20日（火）
①1次審査（非公開） 15：00～19：00

（2）11月21日（水）
②2次審査（マスコミを対象に公開）
9：30～14：00
③シンポジウム　
今後の日本のチーズ食文化について、専門家３名
による提案（予定）
14：00～15：30
④表彰　15：30～16：30
⑤試食・懇談会　16：30～18：00

４．コンテスト出展対象
①出展対象者
現在国産ナチュラルチーズを製造販売している方
②出展対象作品
①の方が製造する製品で、販売実績や販売予定の
有無は問わない。
③その他
過去の受賞作品の出展も可能。各出展対象者の出
展作品数は各審査部門ごと１アイテムとする。

５．審査部門
①「リコッタ」タイプ
②「フレッシュ」タイプ
③「ウオッシュ」タイプ
④「シェーブル」タイプ
⑤「白カビ」タイプ
⑥「青カビ」タイプ
⑦「ハード」熟成3か月未満
⑧「ハード」熟成6か月未満
⑨「ハード」熟成6か月以上

６．主な審査員（順不同）
・村山　重信（チーズプロフェッショナル協会会長）
・江上　栄子（江上料理学院院長）
・栢　　英彦（チーズ研究家）
・阿久澤良造（日本獣医畜産大学教授）
・諸徳寺宣興（株式会社アルテピアット顧問）
・鎌田　昭男（東京ドームホテル総料理長）

７．主催・後援
主催：社団法人中央酪農会議
後援：農林水産省、独立行政法人農畜産業振興機構、

社団法人日本酪農乳業協会、社団法人日本乳
業協会、社団法人日本乳業技術協会（予定）。

●コンテスト出展者を募集
中央酪農会議では、コンテストへの出展者を募集し

ています。
出展を希望する方は、事務局に申込み締切日を確認

の上、下記の中央酪農会議ホームページより、出展申
込書をダウンロードし、FAXまたは郵送にてお送りく
ださい。参加の程お待ちしています。

中酪ホームページ
http://www.dairy.co.jp/

【事務局】
〒104-0042
東京都中央区入船2-2-15 Suite One Court 402
T E L： 03-3537-1250
F A X： 03-3537-1260
E-mail：info@cheese-contest.com
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トピックス…⑥

平成18年度

酪農全国基礎調査報告会を開催

TOPICS
-6-

●調査の実施概要

既に中酪ホームページにて、「調査結果のまとめ」は

公表しているが、調査の実施概要は次のとおりである。

１．調査趣旨

最近の酪農の情勢の変化及び酪農経営の多様化が進

む中、今までのような単一的な支援・対策では対応で

きない可能性があることから、生乳生産及び流通実態

とその構造変化の特徴、経営の新たな動向と課題に関

し、詳細に把握・分析することが不可欠であること、

並びに今後の悉皆調査等の調査のあり方に対する有益

な示唆を得ることを目的とした。

２．調査方法

学識経験者を中心としたヒアリング調査

３．調査対象地域

北海道（根釧・十勝）、東北、関東、北陸、東海、

近畿、中国、四国、九州の10地域

４．調査実施時期

平成18年10月～12月

５．調査実施内容

①酪農経営の直面する課題と今後の展開方法

②経営収益の維持・拡大のための方策

③土地利用の現状と今後の方向性

・放牧及び飼料生産の現状と今後の方向性

・環境対策の現状と今後の方向性

④生乳の安全・安心に関する意識と取組み状況

⑤生乳流通コストに関する意識と生乳販売一元化に

対する考え方

⑥生乳計画生産の影響と対策

⑦各種補助事業及び融資制度への関心と対応

⑧情報入手経路

６．調査参加学識経験者（所属名等は調査当時のもの）

生源寺眞一（東京大学大学院農学生命研究科教授）

小林　信一（日本大学生物資源科学部教授）

栗原　伸一（千葉大学園芸学部助教授）

信岡　誠治（東京農業大学農学部助教授）

日向　貴久（北海道立根釧農業試験場研究員）

鵜川　洋樹（北海道農業研究センター業務推進室長）

福田　　晋（九州大学大学院農学研究院助教授）

霜浦　森平（千葉大学園芸学部助手）

末宗　範子（東京大学大学院農学生命科学研究科）

●調査結果報告会での協議

前項の学識経験者が参加し、以下の４つのテーマ別

報告書ごとに、各地域の状況を踏まえたディスカッシ

ョンを行った。

①多様化する酪農経営について

報告者：生源寺教授

②酪農経営における生乳流通対策と需給対応の影響

の検討について

報告者：小林教授

③安全性を中心とした品質確保と都市農村交流活動

への取組みについて

報告者：栗原助教授・霜浦助手

④酪農経営におけるふん尿処理等環境問題への対応

状況と土地利用の現状と課題について

報告者：信岡助教授

中央酪農会議は、9月8日（土）、東京・文京区弥生の東京大学農学部で、平成18年度酪農全国基礎調査（現地調
査）に参加した学識経験者による調査結果報告会を開催した。

● TOPICS
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トピックス…⑦

酪農教育ファーム認証制度の見直しを検討、

新制度は20年度導入目指す

中央酪農会議は8月28日の指定団体実務責任者会議で、酪農教育ファームなど牧場での消費者交流活動に対する

今後の支援のあり方について検討に入る方針を決めた。酪農教育ファーム推進委員会内に「酪農教育ファーム認

証制度検討会」を設置して現行の酪農教育ファーム認証制度の見直しの検討を始め、そこでの結論を経て平成20

年度から新たな認証制度に移行する予定。

TOPICS
-7-

現在、わが国で消費者に一般開放している牧場は約

1,000カ所（酪農全国基礎調査から推定）ある。この

うち、酪農教育ファームの認証を取得した牧場は220

カ所（平成19年３月現在）で、平成18年度に認証牧場

で酪農体験に参加した児童・生徒等は約60万人（推計）

にのぼる。

しかし、消費者交流を行う酪農家の中からは、その

活動内容などは未認証牧場とほとんど変わらない活動

をしているにも関わらず、牧場での消費者交流活動に

対する支援が認証牧場に集中しているという指摘があ

る。また、酪農教育ファームとしては、酪農体験学習な

ど教育的視点に立った活動を期待しているが、認証の

条件が牧場の安全性や衛生面に限定されており、認証

牧場の活動の方針や内容に温度差が生じ、認証牧場か

らは活動内容などに準じた階層的な認証制度を求める

意見が出ている。さらに、18年度から地域での酪農教

育ファーム活動を支援している指定団体からは、未認

証牧場を含めた合理的な支援活動のあり方を求めるな

ど現行の認証制度の見直しを求める意見が出ている。

このため、中酪は８月28日の指定団体実務責任者会

議で、これら見直しを求める意見を踏まえ「酪農教育

ファーム認証制度検討会」を設置し、消費者交流活動

を実施する牧場の定義や、牧場の認証条件の考え方、

現行の認証制度からの移行措置などの検討を始め、20

年度から新しい仕組みを実施することを決めた。

会議で示した「検討メモ」によると、消費者交流活

動を実施する牧場を「酪農オープンファーム」（仮称）、

「酪農教育ファーム」の２種類に分類し各々の実態に

合わせて認証するとしている。

「酪農オープンファーム」は、牧場を余暇の場とし

て消費者に開放し、消費者との幅広い交流活動を実施

する牧場としている。認証条件は、牧場での交流活動

の安全性確保のための環境整備や衛生管理基準の順

守、２年に１回程度の活動内容の現地調査・指導を受

けることを条件に、原則として指定団体が認証する。

一方、「酪農教育ファーム」は、酪農オープンファー

ムの中で、①酪農体験を通して食といのちの学びを支

援する、②酪農生産に関する幅広い知識や情報を広め

る―といった観点から、体験学習型プログラムを提供

できる牧場と位置づけている。認証条件は、酪農オー

プンファームの条件に加え、認証時に研修会の受講や

体験学習に関する知識や技術の習得を図るために、３

年に１回のスキルアップ研修会の受講、指定団体によ

る年１回程度の現地調査の実施などを条件に、原則と

して中酪が認証する。

また、検討会では、各認証の特性等を踏まえた支援

ツールや活動プログラムの開発と提供のほか、酪農体

験学習活動を自ら実施、指導、支援する個人を「酪農

体験学習専門指導員」（仮称）として養成、認定する

ことや、牧場での消費者交流活動が経済的に成立する

ための料金体系の整備などを検討する。
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●SCHEDULE CALENDAR
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酪農関係データ

DAIRY INFORMATION

 

  

 

  

 

  

 

1．平成19年度7・8月分用途別販売実績　　　　　　　 平成19年9月14日現在　社団法人 中央酪農会議
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［消費拡大データ］

「牛乳の飲用実態／意識」に
関する調査 vol.2

前号に引き続き、調査結果をご紹介いたします。

今回は、「牛乳のイメージ」をテーマにまとめました。

DATA

3．ポストモダン手法による牛乳深層心理の探索調査

※SA：単数回答　MA：複数回答

調査地域：１都３県（東京・神奈川・千葉・埼玉）

調査対象：上記地区に住む中高生48名とその母親48名

実施期間：2007年３月

調査手法：投影法・コラージュ法・描画法

分析専門家：早稲田大学教育総合科学学術院　若林幹夫教授

調査実施機関：㈱電通／㈱電通リサーチ
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